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株式会社の配当可能利益は，商法290条に定められており，株主に対して株式会社が配当できる最
高限度を定めたものである。この配当可能利益を超えて配当した場合，その配当原案（利益処分案）
を株主総会に提出した取締役は，連帯して違法な配当（配当可能利益を超えた分）を，会社に弁償
する義務がある（商法266条）。
この配当可能利益は，必ず株主に配当しなげればならないというものではなく，若し株主総会で
承認されれば，株主に配当できる限度が，この配当可能利益迄である，という限界を示しているに
過ぎない。
商法290条では，期末の貸借対照表における純資産（資産マイナス負債）から，資本金，資本準備
金，利益準備金ならびに繰延資産のうち，開業費・開発費・試験研究費の法定準備金超過額を差し
号｜いた金額を以て，配当可能利益としている。勿論，実際に配当を支払う場合にはその10分の 1以
上を利益準備金として積み立てる必要があり，役員賞与のように社外流出する分についても，その
10分の l以上を利益準備金として積み立てる必要があるから，配当可能利益は，これから社外流出
する分の利益準備金を純資産額から差し号｜いた金額になる旨を定めている（商法288条）。
このようにして，貸借対照表で配当可能利益が計算される状態であっても，実際に現金で配当で
きる金額を表わしているわけではないから，資産として現金・預金以外に，有価証券や受取手形，
たな卸資産などの形で保有している資産のうち，現実にどの資産を配当に用いるかは，別問題であ
る。
配当可能利益が多額にあっても，資産が土地，建物，構築物，建設仮勘定というような固定資産
であれば，現金配当をするに当たっては，取締役はこれらを処分するか，これらを担保として銀行
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借り入れをするなどの措置をすることが必要である。資金繰りの問題は商法の計算規定で取扱うこ
ととはしていない。
見方によっては，商法は株主の配当可能利益を確定するために貸借対照表の作成を株式会社の取
締役に義務づけているとも言える（商法281条）。このため商法の計算規定では，資産の評価規定に
重点、を置いており（商法34条，商法285条以下），現実に株主に対する配当が蛸配当にならぬように，
保守的な会計処理をすることを基本としている。
2 繰延資産に関する配当制限
商法は繰延資産について限定列挙にしており，それ以外の繰延資産の計上を認めていい（1）。
繰延資産は明治以来の財産法を重視する立場からすれば資産として計上することが許されないも
のであるが，損益法を若干ながら加味する立場から，資産計上を許すこととなったものである。昭
和13年の改正商法によって株式会社の創立費と社債発行差額ならびに建設利息が初めて繰延資産と
して計上することを認められた。
その後，昭和37年の改正商法によって，開業準備費（商法286条ノ 2），試験研究費，開発費（商
法286条ノ 3），新株発行費（商法286条ノ 4)，社債発行費（商法286条ノ 5）も繰延資産として計上
することが認められた。
「企業会計原則」の立場からは，将来の営業年度に支出の効果が及ぶ、費用は，その時期まで繰り
(2) 
延べることができるとする費用収益対応の原則を重視している。したがって商法の知く，繰延資産
を限定列挙して，それ以外の費用の繰り延べを認めない，という立場は，費用収益の適正な対応を
図れないとして，繰延資産を幅広く計上すべきであるとする。これが会計学サイドの考え方であり
一考に価する。
商法は昭和37年の計算規定の改正に当って前述の知く繰延資産を拡大したが，「企業会計原則」の
如く，広く費用の繰延べを認める立場迄には進まなかった。そこには財産法の考え方が根強く残っ
ており，会社の財産を処分して，どれだけを株主への現金配当に廻すことができるか，という点を
重視して，繰延資産のように処分価値が判然としないものは，資産に計上させるべきでない，とい
う立場が貫ぬかれたとも言える。
このように繰延資産を狭義に解することによって，株主への配当可能利益を固く押さえるという
立場が貫ぬかれていたのである。
その上，昭和37年に新しく繰延資産として計上することが認められたものであっても，開業費，
開発費，試験研究費については，配当制限が加えられたのである。
具体的にはこれらの三つの繰延資産については法定準備金を超過する部分を，配当可能利益から
控除すべきものとされた（商法290条1項4号）。このことは債権者保護の上からは是認されるが，
これによって会計学上の処分利益と商法上の配当可能利益が異なるという重大な問題を提起するこ
(3) 
とになり，会計学サイドからは批判されている。
開業費，開発費，試験研究費が将来の営業年度に効果を及ぽすものかどうか，どの程度の効果が
あるか，どの程度の期間に亘って効果を及ぽすものであるかどうか，これらの測定は甚だ困難であ
商法上の配当可能利益 -69-
り，余り効果を発揮しない結果になってしまうものも，一率に5年間の繰り延べを認めるのは，会
社財産の保全の上からは，感心しないという政策的な面も是認される。繰延資産について，一率に
5年内に均等額以上の償却を強制することとしている商法の立場は，費用収益対応原則の上からは，
問題があろうが，そもそも繰延資産として計上するか，一時の費用として全額を落してしまうかも
会社の判断に委ねている以上，このような早期の償却を非難するには当らないと言える。
会計学サイドに立てば，すべての費用の繰延べについて，将来への貢献度に応じて広く認めるこ
ととし，その償却年数は効果の及ぶ期間とすべきであり，ましてや法定準備金超過額を配当可能利
益から除外することは，許されるべきでない，ということになろう。
配当制限については，臨時巨額の損失の繰延べを認める「企業会計原則J の立場からすれば，臨
時巨額の損失の繰延べ分が法定準備金を超過する額を配当可能利益から控除するよう定めることを
どのように考えるのであろうか。もっとも臨時巨額の損失の繰延べは「特に法令を以て認められた
場合」に限定して繰延べることができる旨，企業会計原則註解を書き改められたので，将来の問題
(4) 
ではある。
筆者は繰延資産の計上については，費用収益対応の原則を重視して，広く計上することを認め，
配当制限に付すべきではないと考えるが，臨時巨額の損失の繰延べを認めるに当っては，法定準備
金超過額を配当利益から控除する，という配当制限にからしめることも止むを得ないと思う。
なお平成6年改正商法において，新しく株式会社が自己株式を取得することを数項目に亘って認
(5) 
められたが，これら新しく自己株式の取得を認められた分について，これを貸借対照表上の流動資
産の部に計上した場合，配当可能利益から控除するように定めた（商法290条1項5号）。自己株式
について資産性を認め，これを流動資産に計上し，早期に処分することを強制しておきながら，こ
れを配当に廻してはならない，と法定することは自己矛盾である。
立法論としてはアメリカ各州の会社法にある例の如く，株式会社は剰余金の範囲内で自己株式を
広く取得，保有できるものとし，その表示は貸借対照表の資本の控除項目とすべきものであろう。
自己株式については会社と株主との聞の資本取引であるから，その譲渡産損益については資本剰
余金の増減項目とし（日本商法における資本準備金の増減項目とし），損益取引に関係させないもの
とする立法が正しい。平成6年改正商法の如く，新しく追加した自己株式の取得分について配当制
限を課し，それ以前から商法が認めていた自己株式については配当制限を課さない，というのも論
理一貫制を欠く上に，資本剰余金概念と資本準備金概念の未整理という欠陥が内蔵されたま〉の立
法にとどまり，感心しない。
3 引当金
引当金については，商法287条ノ 2に規定されているが，その性格・範囲については種々の解釈が
(6) 
行われている。
実務上は広義に解して，将来の特定の支出又は損失に備えて，広く見越費用を計上する会計慣行
が昭和37年の改正商法以来普及して来た。引当金を広く計上すると，それだけ当期利益が見かげ上
で減少し，配当可能利益が減る。これにつき株主総会が承認するのであれば，配当の減ることを覚
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悟して株主が承諾したことになり，かえって社外流出が抑制されて債権者保護に役立つと言える。
そこで引当金を広義に解することは，株主の犠牲において，会社の債権者を手厚く保護すること
になるので，差支えないと考えられてきた。しかしながら実務上計上される商法287条ノ 2の引当金
が広範囲に及び，その金額も多額になるなど，過大な引当金の計上によって，株式会社の計上利益
が実体よりも過少に表示されるという欠点も指摘されるようになった。
そこで昭和56年改正商法によって，その営業年度の費用又は損失として計上することを相当とす
る額に限って計上できることに縮小された。これにより所謂「利益性の引当金」の計上は減少する
ことになった。
(7) 
さて「企業会計原則」上は，引当金として評価性引当金と負債性引当金とが考えられており，貸
倒引当金や退職給与引当金などがその典型的なものとされている。しかしながら商法上，資産や負
債の計上については，詳細な規定を設けているわけではなく，僅かに流動資産，金銭債権，固定資
産，有価証券，「のれん」ならびに繰延資産の評価について定めているに過ぎない。したがって商法
32条2項の公正な会計慣行に委ねる部分が多い。
引当金については，前述の如く規定されているが，負債としての見越費用，法律上の債務という
ようなものは，この商法の引当金の規定をまつまでもなく，計上しなければならないものである。
それは会計慣行に委ねられていると解される。
商法287条ノ 2の引当金は，法律上の債務とか，企業会計慣行上，当然に見越費用として計上すべ
きもの以外に，本条によって法律上の債務や見越費用に該当しないものをも計上できる余地を与え
たものと解される。そこで筆者は商法287条ノ 2の引当金を計上することは会社の義務ではないが，
株主が承諾すれば，計上できる性質のものであると考えているo
したがって商法287条ノ 2の引当金を計上しないで，配当可能利益を計算しても，商法290条に違
反しないと解される。また商法287条ノ 2の引当金を広義に解して計上した場合，配当利益は減少す
るが，それは株主が承諾している以上，特に違法な配当可能利益となることはない。株主総会は自
らの配当が減少することについて不満があれば，取締役会の提出した決算案を修正する権限を有
(8) 
する。大会社の場合は適法な決算である限り取締役会の承認決議で確定するが，中小会社の場合は，
常に総会の承認、決議で確定する。大小会社間でこのような法制の違いがあるので，引当金について
広義に解してはならない，とする一部の主張には納得できないものがある。
さて引当金について，①減価償却引当金は商法34条I項2号による減価償却を強制している以上，
必ず計上すべき部分があり②金銭債権について取立不能見込額の計上を強制している以上，貸倒引
当金を必ず計上すべき部分がある。しかし減価償却を過大に行う場合や貸倒見積りを過大に行う場
合は，商法287条ノ 2の引当金を構成することも多かろう。
たとえば経済的陳腐化に備えて特別償却を多額に行う場合の特別償却引当金とか，不況の深刻化
に対処して，企業の連鎖倒産に備えた貸倒引当金を充分に計上する場合等である。
また法律上の債務ではないが，保守的な会計処理をする結果生ずる引当金も，商法287条ノ 2の引
当金に該当する。
たとえば為替変動が激しいので，外貨建資産・負債に期末の為替レートを適用して得られる為替
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差額を為替損失引当金として計上し，外貨建資産負債そのものは，オリジ、ナルレートで円換算して
計上する場合である。為替の予約をするとか，為替の先物取引をするというような場合も，最終決
済日が未到来の場合には，為替損失は実現している訳ではないが，期末レートで計算してみると為
替損失引当金を計上しておいた方が無難で、ある，というケースも多かろう。このような未実現損失
の計上は義務的ではないが，商法287条ノ 2の引当金として計上すれば，実体に近い決算となること
であろう。
同様に将来の事象如何によっては，当社に損害や債務を負担させるおそれのあるものもある。た
とえば公害賠償訴訟が係属しいて一審で敗訴したが控訴中の場合，公害賠償引当金を計上する義務
はないが，万一の敗訴に備えて計上すると，商法287条ノ 2の引当金としてこれを計上したことにな
る。
また債務保証をした場合，主たる債務者が支払えないような危機的状態に次第に近づきつつある
というケースでは，債務保証引当金の計上が義務づけられるわけではないが，計上しておく方が，
万が一に備えて健全な決算であるということも多かろう。
近年，盛んになって来たデリパティプ（金融派生商品）取引においては，最終決済をしていない
場合には，損失が確定していないが，金融商品取引損失引当金を計上しておい方が望ましい，とい
う事態も多い。
このように商法287条ノ 2の引当金は，将来のリスクに備えるための引当金の計上を予定している
面があり，それらのリスクを見越計上して配当可能利益を減少させておかなければ，取締役が違法
配当の責任を追及されるというわけではないが，妥当な決算を目ざす上からは，計上することが望
まれる。かくして商法287条ノ 2の引当金を次第に広義に解する必要性も高まっていると考えら
(9) 
れる。
4 利益準備金と資本準備金
商法は法定準備金として資本準備金（商法288条ノ 2）と利益準備金（商法288条）とを定めてい
る。これら 2種類の準備金は資本の組み入れに用いるか，欠損の填補に用いるかの何れかのみが許
され，その使用順序は，利益準備金を先に，その後に資本準備金を用いることとしている。
商法290条がこれらの法定準備金について，配当可能利益に含めてはならない旨を定めているので
あるが，このような性格の異なるものを同様に法定準備金として，厳しい拘束をすることに疑問を
感ずる。しかも資本準備金の概念は後述する如く，「企業会計原則」の資本剰余金とも必ずしも一致
しない面があって，これを調整する必要があると考えられる。この調整も行われないま〉で，「企業
会計原則」の上で利益剰余金とされているものを，利益準備金として格別に取り扱うこととしてい
る商法の定めは，極めて非論理的であると思われる。
利益剰余金に過ぎない利益準備金を，配当に廻してはならない，という商法の規制は，何ら理論
的根拠がない。何となれば，現金配当や役員賞与の知く利益処分によって社外流出する分の10分の
l以上を，利益準備金として積み立てることを強制している商法288条は，資本剰余金と利益剰余金
とを唆別している企業会計を混乱に陥れる以外の何物でもない，と考えられるからである。
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明治以来の大陸法系の流れを汲む日本商法としては，欧州大陸で採用されている利益準備金制度
を無批判に受け容れて今日に至っている。しかし英米法ではこのような利益準備金の積み立て強制
という制度はない。何故，利益準備金の積み立てを強制せねばならぬのか，その論理的根拠はない。
ましてや何故資本の4分の lに累積額が達するまで，利益準備金の積み立てを強制するのか，その
理論的根拠にも乏しい。僅かにこのような利益準備金の積み立てを強制すれば，株主への配当がそ
の分だけ抑制され（あるいは役員への賞与がその分だけ抑制され），企業の資本維持・充実に役立
ち，ひいては債権者保護に資する，というようなことを政策的に引き出すことができるに過ぎない。
企業の内部留保を充実させるためであれば，むしろ商法287条ノ 2の引当金を充実させることの方
が先決である。引当金に利益性のものを含ませてはならない，というように片くなに考えるのであ
れば，むしろ利益準備金のような性格の暖昧なもの（というよりは単なる利益剰余金に過ぎないも
のを資本剰余金とあたかも同列に取り扱うことの暖昧さ）を商法が丁重に取り扱うことの方が問題
である。
これに対して資本剰余金は株主と会社との資本取引より生じたものであって，通常の損益取ヲ！か
ら生じた利益剰余金とは唆別されなければならない。「企業会計原則」は資本取引と損益取引とを区
分するようにという原則を打ち立てているが，株主が会社に払い込んだ資本金やその払込みに当っ
て生じた資本剰余金（増資プレミアム），あるいは会社の合併に当って生じた合併差益，さらには資
本の減少に当って生じた減資差益の如きものが，通常の損益取引によって生じた利益剰余金と混同
しないように留意している。
このような資本取ヲ｜と損益取引区分の原則が確立されていないと，企業の決算は適正とならない
からである。商法が288条ノ 2において，このような資本取引によって生じた資本剰余金を資本準備
金として積み立てることを強制し，前述の如くその使途を厳格に制限しているのは正しい。当然の
ことながら資本剰余金（資本準備金）を株主への配当に用いてはならない。
こ〉までは商法の規定が正しいものであると言える。しかし資本剰余金としては「企業会計原則」
上，商法288条ノ 2に規定する資本払込剰余金，合併差益，減資差益以外に，インフレの昂進による
名目的な資産の評価差益（インフレ差益），自己株式の処分益，国庫補助金・工事負担金等の建設助
成金，資本補填目的の贈与，債務免除益，保険差益の如きものが「その他の資本剰余金J として取
扱われている。
(10) 
これらの資本剰余金を配当可能利益に含めるべきでない，とする会計学サイドの主張は，考慮に
価すると思われる。しかし商法288条ノ 2でこれらの「その他の資本剰余金」を資本準備金として取
りあげていないので，結果として資本準備金とならないものは，商法290条の配当可能利益から控除
すべき項目とならず，したがって単なる利益剰余金と同様の取扱いを受けることになっている。
このことは本来，資本剰余金として利益剰余金とは区別しなければならないものを，商法の規定
の不備により配当可能利益に混入させる結果を招来せしめている。立法論としては商法288条ノ 2の
資本準備金を拡大して，前述の「その他の資本剰余金」を取り入れて，これらを配当可能利益から
控除すべきである。
このような「その他の資本剰余金」を差し置いて，単なる利益剰余金である「利益準備金」とい
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うものを商法が創出して，これを法定準備金として積立て強制をしたために，実務上は明らかに資
本剰余金と利益剰余金の区分が失われる結果になっている。配当されてはならない「その他の資本
剰余金Jが単なる利益として配当に廻され，逆に配当しても差し支えない利益剰余金が，利益準備
金として配当可能利益から控除されるという奇妙な結果を招来しているのであるo
貸借対照表の表示において「資本の部J については
資本の部 （円）
資本金 ××××× 
資本剰余金
資本準備金
×××× 
××× 
その他の資本剰余金 ×× 
利益剰余金 ×××× 
利益準備金 ××× 
00積立金 ××× 
未処分利益 ××× 
（当期利益） ×× 
と表示されて然るべきものが
資本の部
資本金 ××××× 
資本準備金 ××× 
利益準備金
剰余金
××× 
×××× 
その他の資本剰余金 ×× 
00積立金 ××× 
未処分利益 ××× 
（当期利益） ×× 
と表示する結果になっている。明らかに資本取ヲ｜と損益取引との区分による正しい表示が無視され
ている。
また政策的見地から企業の内部留保を高めて債権者保護のために利益準備金の積立とは必要であ
(Il 
る，とする考え方に対しては，以下のように反論をしたい。
まず利益剰余金の積み立てを強制して，株主への配当期待権（増配期待権）を裏切る結果になる
ことは私法自治の株式会社にあってはならないことである。
次に利益準備金の積み立てを強制すると，企業の内部留保は確実に高まるか，という問題を検討
してみる。その答えは必ずしも高まるとは限らない，ということである。
現状をみると企業の実務上では，配当を安定的に実施しようとする意向のところが多い。その結
果，たとえば一株当り 5円の配当を維持しようと考えると，発行株式数が10億株であれば， 5円×
10億＝50億円の現金配当が必要であると考える。 50億円の現金配当のためには，その2倍の100億円
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の経常利益（あるいは税引前当期利益）が計上されなければならない。その理由は・法人税，事業
税，法人住民税などに充当するために，計上利益の 2分の 1を覚悟しなげればならないからである。
税金と配当とで社外流出は100億円となる。
その上，商法上，利益準備金の積み立てが強制されているから， 50億円の現金配当のためには，
5億円以上の利益準備金の積み立てが必要である。 55億円の利益が残らなければ50億円の現金配当
ができないから，税金に充当する額を考えると，経常利益（あるいは税引前当期利益）は110億円計
上されなければならない。
110億円の経常利益に対する税金充当額は約55億円であるから，現金配当50億円と合計すると，社
外流出は105億円となる。若し利益準備金の積立強制の商法の規制がなければ，企業は50億円の現金
配当をするには， 100億円の計上利益，つまり100億円の社外流出で済んだ、筈であった。然るに利益
準備金を現金配当の10分の l以上，積み立てねばならないために，企業は110億円の利益を計上し
て，結局， 105億円を社外流出する結果となる。
つまりこの例では 5億円だけ社外流出（税金）が増える結果になる。これがさらに高額の配当を
支払う大会社になればなる程，社外流出は，利益準備金の積み立て強制の故に増大することになる。
企業としては，節税のために，租税特別措置を充分に活用したり，償却額を税法限度ーパイまで計
上するなど，色々と努力をするのであるが，安定配当の維持のために，必要最少限度の現金配当を
確保して，それに喰い込むような節税はあきらめるということになる。
したがって利益準備金の積立強制という商法の規定さえなければ，もっと節税ができたであろう
に，と経営者は残念がることになる。企業の内部留保を高めるために利益準備金の積み立てを強制
した政策目的はこの例のように逆に企業の社外流出を加速する結果になって，弊害が目立つこの頃
である。企業の収益が抜群であって，節税の仕様がない，という超優良企業の場合は，前例は該当
しないこともあろう。しかし目下の日本企業は自由競争，過当競争に泣かされており，低収益にあ
えいでいるから，前例の如く，現金配当に幾ら必要で、あるかを先ず見定めて，その逆算で決算等数
値を固め，節税もそこまでという決算姿勢を採る。したがって利益準備金などというものは，英米
法を見習って，早急に廃止されるべきものであると考えている。
しかも前述の知く純粋な会計理論の上からも，資本剰余金と利益剰余金とを混同させるなど適正
でない会計処理に追い込む結果になっている面も考慮すると，立法論としては，利益準備金を廃止
し，さらに資本準備金として「その他の資本剰余金」を追加することが望まれる。このような商法
改正が実現してこそ，本来的な「配当可能利益」の算定が可能となると言えよう。
5 自己株式に関する配当制限
自己株式は取得してはならない，とするのが現行商法の大前提である（商法210条）。若干の例外
を設けて①株式の消却のために自己株式を取得できる②合併・営業譲渡や営業の譲り受けなどの結
果，相手方の所有する株式を自己株式として取得できる③合併・営業譲渡などに反対する株主の株
式買取請求に応じて自己株式を取得できる④会社の権利の実行に当り必要な場合は自己株式を取得
できる⑤単位株制度を採用している場合は，単位未満株式の買取請求が株主からあれば，これを自
商法上の配当可能利益 - 75-
己株式として取得できる⑥発行済株式の20分の l以内であれば，自己株式を質受けできる，等の例。2)
外を定めていた。これが狭きに失するとして改正が望まれていた。
平成6年改正商法では，さらに自己株式取得規制が追加されて，③使用人に譲渡するための自己
株式取得＠利益による株式の任意消却のための自己株式の取得の譲渡制限株式について，譲受の相
手方としての自己株式取得及び相続人よりの自己株式の取得の3点が規定された。
これは経済界がかねてから要望していた事項を採り入れたもので歓迎されているが，外資の乗っ
取り防止策としての自己株式の取得や景気対策として剰余金の範囲内までの自己株式の取得等，抜
卒的な商法改正に至らなかったので，その面では失望されている。
それは兎に角として，前述の如く平成6年改正商法は，新しく認められた自己株式の取得（③～③）
について，配当可能利益から控除するように定めたが，「商法290条1項5号），この点が理論的でな
いと思われる。そもそも商法は自己株式の取得を原則として禁止し，例外的・一時的に取得した自
己株式は処分することを命じているのであるから，これは流動資産として，しかも現金預金に近い
流動性の高いものと定義づけ，計算書類規則でも貸借対照表の「流動資産の部」に一科目を設けて
表示するように定めている。
したがって平成6年改正商法により拡大された自己株式についても同様に取り扱われている。こ
れら例外的に取得を認められた自己株式は処分される時機が早く，現金と同視されるから，これを
配当に廻すことは何ら差し支えない，と考えられる。事実，平成6年改正商法以前の自己株式（①
～⑤）について，これを配当に廻してはならない，という規定が設けられることはなかった。
しかるに平成6年改正商法においては，新しく追加した自己株式（④～の）について，配当可能
利益より除外するように定めている。流動資産として現金に近いものとして取り扱った以上，これ
を配当可能利益から除外するというのでは論理一貫性がない。また平成6年以前に認められていた
自己株式についても流動資産として取り扱われ，平成6年改正商法の自己株式と何ら性格が変るも
のではないから，配当可能利益に含めではならない，とするのであれば，その限りで論理はー異す
る。しかし平成6年前後の自己株式を区分して，一方は配当可能利益を構成して良いとし，他方は
配当可能利益から控除しなければならない，と法定したので，こ〉で自己株式の取り扱いに一貫性
を欠くことになった。その理由は余り整然として述べることができないであろう。
自己株式の譲渡差額は資本剰余金であるとする「企業会計原則」の立場からすれば，むしろ自己
株式は資本の控除控目として表示し（アメリカ方式の金庫株），譲渡差額は資本剰余金のプラス・マ
イナスとして処理されるべきものである。まさに自己株式の譲渡・譲り受けは，会社と株主との資
本取引であるから，これを損益取引に混入させて，配当可能利益に影響させることは，適切な会計
処理とは言えない。
こう考えるのであれば，せめて自己株式は配当可能利益から控除する，とする平成6年改正商法
の規定の方が，次善の築としては是認できる。そうであれば，総べての自己株式を配当可能利益か
ら控除すべきものとする定めを受けた方が適切であったと思われる。
これらの点は，資本剰余金と資本準備金とを一致させる立法が行われれば解決する問題であるが，
その点が畷昧なま〉商法上で放置されているので，今回のような配当可能利益の計算における中途
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半端な立法を招来してしまったと言えよう。
6 損益計算書における目的積立金の処理
損益計算書においては，末尾の未処分利益が一応の配当の基準となる。若し未処分利益を以てし
ては，充分な配当をすることができないという場合には，任意積立金を取り崩してこれを配当に用
いることが行われる。またそのために任意積立金を貸借対照表の剰余金の部に積み立てているので
ある。
このような任意積立金の取崩しを行う場合，目的通りに任意積立金を取崩して使用するケースと，
目的以外に使用するケースとがある。この点について計算書類規則44条では，次のように定めてい
る。
目的積立金を目的通りに使用する場合は，その取崩益を損益計算書の特別利益の部に計上するこ
ととし，目的以外に使用する場合は，利益処分案に目的積立金の取崩益を計上することと解されて
いる。また配当平均積立金の取崩しについては，これを利益処分案に計上すべきものと解されてい
る。
このような解釈が生まれた根拠は，商法が利益処分権について株主総会に在る旨を定めているの
で（商法283条1項），取締役会限りで目的積立金を取崩して良いのは，目的積立金の目的使用の場
合に限ると解されているためである。配当平均積立金については，利益処分権が株主総会に在る以
上，これを取崩して配当に用いるには，あらためて利益処分案に計上して，総会の承認を得る必要
があると解されているためである。
この結果，どのような矛盾が生ずるかというと，前期までの各期において損益計算書の末尾に計
上された未処分利益が，利益処分案において，目的積立金として処分される旨，総会で承認された
にも拘らず，この目的積立金を当期以降に取崩して目的通り使用すると，損益計算書において「特
別利益の部」に計上され，結果として未処分利益を増加させることになる。すでに未処分利益とし
て過去に一度計上されたものが，再び未処分利益として登場するという奇妙なことになるのである。
勿論その目的積立金の当期における目的使用額が，当期の営業費用や営業外費用あるいは特別損
失の何れかとして損益計算書に計上される状態であれば，目的積立金の取崩益を特別利益に計上し
ても，相殺される結果になって未処分利益を増加させることはないのであるが，株主への配当源資
が不足するというので，目的積立金を取崩して使用すると，未処分利益を増加させることも起る。
明らかに目的外使用であるというのであれば，目的積立金の取崩益は損益計算書に計上されず利
益処分案に計上されるので，余り矛盾は生じない。しかし実務上は，目的使用になるか否かという
暖昧なケースも多いのである。何となれば，当期の費用について目的積立金に負担させて表面上，
実体よりも過大な当期利益を計上しひいては未処分利益を増大させるという目的を達成することも
多いからである。
このように商法上利益処分権が株主総会に在るために適切な決算をスッキリと行えない，という
面もあるので，アメリカの如く決算確定権も利益処分権の何れも取締総会に移す方が適切な立法で
あろうと思われる。株主総会の実態をみると，形骸化の度合いは高く，総会において実質的な審議
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を行うことも困難な事態になっている。決議事項については，なるべく紛糾させないように，アッ
サリと総会をパスさせようという会社の理事者側の意向が前面に出てしまい勝ちである。このため
決算案を審議事項から報告事項に法制上，移し変えても，余り総会の実態は変わるところがないと
思われる。何が適正な費用の支出であり，収益の認識はどのようにすべきかについては専門家に委
ねて，監査人が適正であるという監査意見を述べておれば，これにつき素人の株主が修正意見を述
べることは困難で、あろうから，決算確定権も利益処分権も，共にアメリカの如く取締役会の権限と
して然るべきであろう。
決算確定権を利益処分権とが株主総会から取締役会に移行されれば，株主総会前に速やかに取締
役会は決算を確定し，かつ利益処分の宣言も行い得るので，総会には報告すれば済むことになる。
このような法制であれば，損益計算書においては，一々目的積立金の取崩益を計上する必要はなく
なり，スッキリとした損益計算書となろう。
目的積立金は前期迄に積み立てた目的に合致するものも，それ以外のものも等しく，剰余金計算
として取り扱うことができる。利益処分に関係のある積立金の積み立てや取崩しについても，利益
処分計算書でスッキリと計上できることになる。そこでは現行の損益計算書や利益処分案において，
同じ処理済みの金額が再登場して重複して計算される弊害は除去することができょう。
利益準備金が，期末配当については利益処分案に計上され，中間配当については損益計算書に計
上されるというチグハグなことも，利益分権を取締役会に与える商法改正を行えば，解消すること
になろう。
7 株主総会の利益処分権
商法は株式会社の決算確定権と利益処分権とについて，共に株主総会の権限としている。
これは株主権を尊重するという意味では正しい立法であろうが，前述の如く株主総会が形骸化し
ている実態の下では，余り効果的な規定であるとは言えない。そもそも所有と経営が分離している
株式会社にあっては，一々の会計処理について株主が介入することが不可能であるし，介入すべき
事柄ではないことも多い。有能な取締役に経営を全面的に委任して，若し予期通りの成果を挙げて
いない取締役や監査役あるいは会計監査人については，総会が再選をしないとか罷免するというこ
とで満足すべきものであろう。
すでに支出済みのものについて，これを支出しなかったというように株主総会が修正することは
できない相談であるo僅かに会社の内部取引（減価償却費の計上，引当金の計上等）について，総
会が取締役の見積計上の是非を論ずることも可能であると思われるが，これらについても経営者に
委任しておく方が適切な場合が多い。
株主への配当について，株主は一円でも多くの配当をと希うわけであろうが，無制限に株主総会
に決算の修正や利益処分案の修正提案を許すことになれば，総会はできるだけ利益を多額になるよ
うに修正し，一円でも多くの配当をする修正を試みることになろう。それは会社の内部留保を減少
させ，投資家保護に欠けるケースも多くなることと思われる，やはり経営者に中立の立場で公正，
適切な決算を行わせ，経営者に配当原案を作らせる方が妥当性のあるものとなろう。
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このように考えて来ると株主総会の権限を縮小して，取締役・監査役の選任・解任権と定款変更
権などに限ることとし，決算確定権や利益処分権を取締役会に移すのも，必要なことであると思わ
れる。
商法特例法16条では，監査役と会計監査人が計算書類を適法なものであるとする監査意見を述べ
た場合，決算案は取締役会の承認決議のみで確定する旨定めている。しかしこの場合も依然として
株主総会に利益処分権を残したま〉であり，商法特例法の意義は半減されている。やはり利益処分
権までを取締役会に与えないと，このような不充分な商法改正のま〉では，充分な機能を取締役会
が発揮できないと思われる。
また利益処分についても，中間配当に関しては，定款に定めを設けている会社の場合，取締役会
の決裁によって年1回限り実行できることとしている（商法293条ノ 5）。期末配当は株主総会の権
限，中間配当は取締役会の権限という法制も中途半端なものと思われる。
あるいはアメリカの如く総べての株式会社の決算確定権についても，利益処分権についても，や
がて取締役会へ移すべき時期が近づいており，現行法はその過渡的な姿をとどめているとみるべき
であろうか。
8 中間配当
商法293条ノ 5では，前述の如く会社が定款に中間配当の定めを設ければ，取締役会の決議のみで
(13) 
中間配当が年1回できる旨，定められている。
定款に定めるか否かは会社の任意である。また定款に中間配当の規定が設けられていても，取締
役会が中間配当決議をしない営業年度においては，中間配当は行われない。仮に中間配当をしよう
としても，中間配当可能利益が前期末の貸借対照表上で存在しなければ，実行できない。
中間配当可能利益は原則として期末配当の配当可能利益の計算の仕方とおおむね同様である。期
末配当の配当可能利益は期末の貸借対照表の純資産額から①資本金②法定準備金③繰延資産の法定
準備金超過額④自己株式のうち平成6年の改正商法で新しく認められた自己株式等を控除したもの
である。
中間配当に際しては，この期末配当可能利益より社外流出された分（期末の現金配当と役員賞与）
とその10分の l以上の利益準備金を控除した額が限度となる。
勿論，中間配当に当ってその10分の lを利益準備金として積み立てる必要があるから，その利益
準備金の要積立額も，中間配当可能利益から控除されなければならない。
この結果，前述の如く期末の配当可能利益に対する批判は，同様に中間配当可能利益にも内臓さ
れているになる。その上，中間配当については，期前より 6か月経過時点、の株主に中間配当をする
に当り， 6か月分の仮決算をして，そこで計上された仮決算利益を中間配当に加算する，という法
制になっていない。中間配当をするためには，前期末の貸借対照表において，期末配当と中間配当
とを合算した分の配当可能利益が存在しなければできない，ということになる。
経済界からは中間の仮決算利益を中間配当可能利益に加算できるように要望されたが，商法293条
ノ5では，これを許さないことになっている。このため，収益力の低い会社や景気の下降期にあっ
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では，中間配当を減配・無配に追い込まれることも予想される。
その上，商法は 1年経過した期末の時点で中間配当をした結果，資本の欠損になる虞れがある場
合には，中間配当をしてはならない旨を定めている。この点は中間配当時点、で、資本の欠損が予想さ
れる状況かどうか，取締役として正しく見通す必要もある。
このような不安定さがあるために，前述の如く，決算確定権も利益処分権もアメリカの法制に揃
えるよう経済界から望まれる原因となっている。
アメリカ各州の会社法では，取締役会は何時にても決算を確定し，配当宣言をすることができる
旨を定めている。そこで四半期毎に株主への配当が行われている。この点を日本の商法で取り入れ
るよう経済界からは強く望まれている。
まとめ
商法は配当可能利益を算定することを重要な眼目としている一面がある。貸借対照表を作成すれ
ば，配当可能利益は算定できるので，明治以来の日本商法は，貸借対照表の作成を商人に義務づけ
ても，損益計算書の作成を義務づけなかった。
この流れは商法総則32条から38条までに依然として残っており，商法総則には損益計算書作成に
(14) 
関する規定はない。株式会社の計算に関しては，商法281条において，貸借対照表の他，損益計算
書，営業報告書，利益処分（欠損金処理）案等の作成を取締役に義務づけているが，商法285条以下
の資産の評価規定と引当金の計上規定を僅かに設けているに過ぎない。
つまり貸借対照表項目に限って評価規定などを設けているのみであって，商法上，損益計算書項
目である費用・収益の計上基準などを設けていない。
商法34条及び商法285条以下の資産の評価規定においては，このような商法の配当可能利益の算定
に主眼が置かれていて，そこには今現存する資産を処分すればどれだけの価額になるか，という時
価法に基づく財産法の思想が流れていた。
しかし昭和37年の改正商法においては，「企業会計原則」の損益法を一部に取り入れて，原価法を
基準とすることに改められた。そこで流動資産も固定資産も取得価額又は製作価額を以って計上し，
時価は著しく下落して回復の見込みがない時に始めて考慮するという思想が厳然と規定されて，今
日に至っている。
損益法の流れを受けて，繰延資産や引当金の規定が設けられて，それまでの財産法の流れでは許
されなかった「費用の繰延べ」や「見越費用」の予めの引当計上が認められるようになった。こ〉
に至って商法上の配当可能利益はおおきな修正を受けるに至った。
しかし商法は全面的に損益法に転換する迄には到らず，これが繰延資産の限定列挙とか繰延資産
の配当制限となって現われている。当期に獲得した利益であれ，過去から繰り越した累積利益であ
れ，配当可能利益には差異がないと考える。また本業で獲得した利益であれ，副業によって得られ
た利益であれ，何れも配当可能利益を構成する。これが包括主義的な考え方である。
「企業会計原則」は当期業績主義を基本とし，何業でどれだけの収益を挙げたのか，その源泉に
着目する。したがって損益計算書を重視し，セグメント情報の提供が大切であるとする。
- 80- 研究年報 x X巻
このように商法と「企業会計原則」との基本的な考え方の相違が今日の日本商法に現われており，
その折裏案としての配当可能利益が計算されることになっている。そこには依然として商法の財産
法の考え方が色濃く残っている。
そこへ企業グループを一括して決算をする連結財務諸制度が登場して来ている。証券取引法は参
考資料として，株式の公開会社に連結財務諸表を公開するよう求めている。しかし商法上は，独立
の法主体としての一社一社の個別財務諸表を重視し，配当可能利益についてその連結剰余金を以っ
て配当限度を定めるというところまでは進んでいない。
今後は国際的な会計基準の調整も進むことであろうが，それは資本の移動が国際的に自由化され，
貿易の自由化は相当程度達成されているので，国際的企業には国際的に統一された会計基準によっ
て決算をすることが求められる。
そういう国際的な流れの中にあって，独り日本商法が個別財務諸表に固執し，財産法の思想、を以
って決算を強制し，かつ配当可能利益についても，日本独特の商法規制を続けることは難しいと思
われる。このため今後は国際的な企業会計基準の調和に日本も協力し，それにそって商法も税法も
調整されまべき時期に来ていると思われる。
商法も単に配当可能利益の計算に主眼を置くのみでなく，広く損益法の観点も取り入れて，新し
い配当可能利益を継続企業の立場に立って考えるべきであろう。
、 ?
(1) 通説。例示説が会計学サイドから主張されている。
(2) 「企業会計原則」注解15
(3）木村重義 「利益配当と分配可能利益」企業会計14巻4号606頁～609頁
(4) 「企業会計原則」注解15なお書
(5）平成6年度改正商法については 居林「平成6年改正商法の解説」参照。
(6）会計学者の多くは負債性引当金であるとする。これに対し広義に解するのは居林「株式会社の決算」
166頁以下。上回明信「改正会社法と計算規則」 100頁，味村治「経理処理」 187頁以下，経営法学全集
X。
(7) 「企業会計原則」注解18
(8）商法特例法16条によれば，会計監査人と監査役が適法な決算である旨の監査意見を表明した場合，取
締役会の承認で決算が確定するので，総会は決算を修正することができない。
(9) 国際会計基準第10号「偶発損失と後発事象」
(10）木村重義，前掲606頁。西山忠範「利益概念と配当規制」法律時報35巻3号37頁
(IV利益準備金の立法理由については，久保欣哉「新版注釈会社法」（ 8) 274頁
(12) 自己株式の改正の要望点については，居林「自己株式の取得規制について」富大経済論集第33巻第3
号235頁以下参照。
ω 昭和49年の改正商法で中間配当の規定を創設したのは，大会社がそれまでの6か月決算を 1年決算に
商法上の配当可能利益 -81-
切り換えるに当り，これまでの年2回配当を続行できるように要望したためである（昭和48年経団連の
商法改正意見）。
(14) 昭和49年の改正商法の原案には，商法総則に損益計算書の規定を設けていたが，国会の修正により損
益計算書の部分は削除されて，今日に至っている。
